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宇都宮市土地区画整理事業補助金等交付要綱 

昭和 42 年 2 月 10 日 

告 示 第 13 号 

 

 （趣旨） 

第１条 市の交付する土地区画整理事業補助金(以下「事業補助金」という。)，

土地区画整理準備補助金(以下「準備補助金」という。)及び土地区画整理事

業資金利子補給金(以下「利子補給金」という。)については，宇都宮市補助

金等交付規則（昭和 41 年規則第 22 号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか，この要綱の定めるところによる。 

 

 （目的） 

第２条 この要綱は，市が定める「宇都宮市立地適正化計画」における居住誘導

区域において，土地区画整理事業を活用した公共施設整備に要する費用の一

部を補助することにより，居住誘導区域内おける地域特性に応じた都市機能

（誘導施設に限らない）や地域コミュニティの維持・形成に向けた居住の誘

導を促進し，将来にわたり持続可能な「ネットワーク型コンパクトシティ」

の実現に寄与することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 事業補助金及び利子補給金の交付を受けることのできる者は，居住誘

導区域において，土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」

という。）第２条第１項に規定する土地区画整理事業を施行しようとする，法

第３条第１項に規定する個人施行者，法第３条第２項に規定する土地区画整

理組合及び法第３条第３項に規定する区画整理会社とし，次の各号のいずれ

にも該当する者とする。 

 ⑴ 土地区画整理事業の施行地区において基盤整備に係る他の補助を受けて

いないこと 

 ⑵ 市税を滞納していないこと 

２ 準備補助金を受けることのできる者は，居住誘導区域において，第２条第１

項に規定する土地区画整理事業を検討するものとし，次の各号のいずれにも

該当する者とする。 

 ⑴ 土地区画整理事業の施行地区において基盤整備に係る他の補助を受けて

いないこと 

 ⑵ 市税を滞納していないこと 

 ⑶ 申請時において地権者の３分の２の同意を得ていること 

 ⑷ 個人施行を予定する地区については，事業の実施に際して地権者全員の

同意が見込めること 
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（補助対象区域） 

第４条 補助の対象となる区域は，居住誘導区域内とする。 

 

（補助対象事業） 

第５条 補助の対象となる事業は，前条の補助対象区域において，第２条第１項

に規定する土地区画整理事業のうち,法第 4条，第 14 条，第 51 条の 2の規定

により定める事業計画の施行地区の面積が，次の各号のいずれかに該当する

事業とする。 

 ⑴ ０．５ヘクタール以上の事業 

   ただし，市長が認める場合はこの限りではない。 

 ⑵ 高次都市機能誘導区域においては，指定容積率による換算事業面積が 

０．５ヘクタール以上の事業（指定容積率による換算事業面積＝事業面積

×指定容積率 ≧ ０．５ヘクタール） 

 

（補助対象施設） 

第６条 補助金の対象となる施設は，法第 6 条の規定に基づく事業計画におい

て定める健全な市街地を造成するために必要な道路や公園などの公共施設と

し，市の管理に帰属するものとする。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は，次に掲げる費目ごとに定める。 

１ 準備補助金の額は，予算の範囲内で市長が定めるものとする。なお，認可申

請図書作成等に係る費用に２分の１を乗じた額とし，上限額を１ヘクタール

あたり７７万円とする。 

２ 事業補助金の額は，道路，公園などの公共施設整備に係る工事費に３分の１

を乗じた額（１，０００円未満の端数があるときは，端数を切り捨てるもの

とする。）を限度とする。なお，都市機能誘導施設や都市活動支援施設が充足

していないエリアにおいて，都市機能誘導施設等が立地する区画を整備する

場合は，２分の１を乗じた額を限度とする。 

 

（事前協議書の提出） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，申出

の１か月前までに，事前協議書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，事前協議書の提出を受けたときは，事前協議書受理通知書により申

請者に通知するものとする。 

 

 （事業補助金及び準備補助金の交付申請） 

第９条 申請者は，次に掲げる書類を添えて，補助金交付申請書を市長の定める

期日までに提出しなければならない。 
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 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 収入支出の予算（全体事業及び当該年度申請部分の資金計画書） 

 ⑶ 交付を受けようとする補助金の算出の基礎 

 ⑷ 工事の施行に当たって，実施計画書（位置図及び配置図） 

 ⑸ 法人登記簿謄本（個人の場合は営業証明書） 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか，その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第１０条 市長は，前条の規定により補助金交付申請書が提出されたときは，速

やかに該当申請書の内容を審査し，適当と認めたときは，その結果を交付決

定通知書により申請者に通知するものとする。 
 

 （交付申請の変更等） 

第１１条 申請者は，第９条に規定する補助金交付申請書の内容を変更又は中

止しようとするときは，補助金交付申請変更・中止届出書を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は，前項に基づく申請のあった際には，その申請内容を審査するととも

に交付決定変更通知額を定め，補助金等変更交付決定通知書により申請者に

通知するものとする。 

 

（事業着手届及び完了届） 

第１２条 補助金の交付決定を受けた者が，当該補助金交付対象事業に着手し

たときは，速やかに補助金交付対象事業着手・完了届により市長に報告しな

ければならない。また、当該補助金交付対象事業を完了したときも同様とす

る。 

 

 （事業補助金及び準備補助金の実績報告） 

第１３条 申請者は，当該年度申請分の工事等が完了したときは，完了した日か

ら起算して１５日を経過した日又は補助金交付の決定のあった年度の３月３

１日のいずれか早い期日までに，次に掲げる書類を添えて，実績報告書及び

収支決裁書を市長に提出しなければならない。ただし，市長が特に必要があ

ると認めるときは，当該期日を延長することができる。 

 ⑴ 竣工図及び整備前後の写真 

 ⑵ 工事請負契約書の写し 

 ⑶ 領収証書の写し 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか，その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付額の確定） 

第１４条 市長は，実績報告書の提出を受けたときは，速やかにその内容を精査
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し，必要に応じて現地調査を行い，適当と認めたときは，補助金の交付額の

確定をしなければならない。 

２ 市長は，補助金の交付額を確定したときは，補助金確定通知書（以下「確定

通知書」という。）により，申請者に対し交付額の確定について通知するもの

とする。 

 

 （補助金の請求） 

第１５条 確定通知書の送付を受けた申請者は，速やかに市長に補助金交付請

求書を提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の請求に基づき補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消し） 

第１６条 市長は，申請者が申請兼実績報告書及びその添付書類の内容に虚偽

があったと認めたときは，補助金の交付決定及び交付額の確定を取り消すも

のとする。 

２ 市長は，前項の規定による取消を行った場合は，交付決定取消通知書により，

申請者に通知するものとする。 

 

 （補助金の返還） 

第１７条 市長は，補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場合は，当該取

消しに係る補助金の返還を命じるものとする。 

 

(利子補給の交付対象) 

第１８条 市は,事業補助金の交付決定を受けたものに対し利子補給金を交付

するものとする。 

 

(利子補給の対象となる資金) 

第１９条 前条の利子補給の対象となる資金は,法第 16 条の規定に基づく事業

計画に定められた資金計画において,支出に充てられるべき保留地処分金に

対する借入金とし,その限度額は,当該保留地処分金の額の 3 分の 1 に相当す

る額とする。 

２ 前項の借入金について,分割借入れをした場合には,当該分割借入金の合計

額をもって借入金の総額とする。 

(利子補給率及び期間) 

第２０条 利子補給の対象になる資金の利子補給率は,年５パーセント以内と

し,利子補給期間は,２年以内とする。 

２ 利子補給の起算日は,当初借入契約を締結した日とする。 
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(利子補給金の交付申請) 

第２１条 利子補給金の交付を受けようとする組合は,利子補給金交付申請書

に次に掲げる書類を添付して,これを市長に提出しなければならない。 

(1)  規則第 5条第 2項の規定による補助金等交付決定通知書の謄本 

(2)  収支予算書 

(3)  資金借入契約書又は借用証書等の謄本 

(4)  その他市長が必要と認める書穎 

 

 （補則） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附  則 

この要綱は,公布の日から施行する。 

    改正文（昭和 45 年 10 月 27 日告示第 213 号)抄 

 市街化区域の決定の日（昭和 45 年 10 月 1 日）から適用する。 

  改正文（昭和 46 年 6 月 2１日告示第 114 号）抄 

 昭和 46 年度の補助金等から適用し，宇都宮市土地区画整理事業資金利子補給

金交付要綱(昭和 45 年告示第 214 号)は，廃止する。 

  改正文（昭和 50 年 9 月 5 日規則第 175 号）抄 

 昭和 50 年 9 月 1 日から適用する。 

  改正文（昭和 55 年 7 月 23 日告示第 158 号）抄 

 昭和 55 年度から適用する。 

改定文（令和 6年 10 月 1 日告示第 332-5 号） 

 令和 6年 10 月 1 日から適用する。 

 


